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要旨：2001年芸予地震において，同一敷地内におけるほぼ同じ構造形式の 2棟の鉄筋コンク

リート造校舎が異なる被害を受けた。主要な被害は柱のせん断破壊であったが，建物の耐震

性を評価するためにはこれらのせん断破壊後の耐力低下を適切に評価する必要がある。本論

文ではこの耐力低下を擬似的に取り込んで静的弾塑性解析を行い，せん断破壊の発生から終

局状態に至る破壊過程を検証した｡また，両建物ともコンクリート強度が低く，部材のせん断

強度に直接影響を与えるため，コンクリート強度が建物の耐震性能に与える影響も検討した。

キーワード：被災RC造建物，せん断破壊，耐力低下，静的弾塑性解析

1. はじめに

　2001年に発生した芸予地震では最大震度 6弱

を記録したにも拘わらず，全体的な建物被害は

少なかった。しかし，大破･倒壊した鉄筋コンク

リート造建物（以下RC造建物）が数棟あり，こ

のような被災RC造建物の被害状況を観察し，そ

の原因を究明することは，同様の建物の耐震性

能を改善し，今後来るべき地震の被害軽減に極

めて有効である。そこで筆者らはこれまで，2001

年芸予地震において，同じ敷地内に立地し同様

の構造形式にも拘わらず被害程度の異なった広

島県立西条農業高等学校（以下本建物）の校舎2

棟を対象として，耐震診断と静的弾塑性解析を

行い，実際の被害状況との相関性やコンクリー

ト強度の影響等を検討した1)。さらに，推定地震

動を用いた地震応答解析を行い，2棟の耐震性能

の差異を明らかにした2)。しかしながら，実際の

被害では多数の柱にせん断破壊が発生していた

のに対し，これまでの解析ではプログラム上の

制約からせん断破壊による耐力の低下を考慮す

ることができず，最初のせん断破壊の発生から

終局状態に至る破壊過程を検証するには至って

いない。そこで，本論文では引き続き本建物の校

舎2棟を対象として，柱のせん断破壊による耐力

の低下を擬似的に考慮した静的弾塑性解析を行

い，せん断破壊後の耐力の低下が建物の耐震性

能に与える影響について検討した。

2. 建物概要および被害概要

　図－１に建物配置図，図－２に被害の大き

かった 2階の平面図と柱の損傷度 3)を併せて示

す。本建物はRC造の4階建てで南棟（普通教室

棟），北棟（管理教室棟）の 2棟からなり，両棟

とも 1970年のほぼ同時期に建てられている。構

造形式は耐震壁付ラーメン構造で，基礎は杭基

礎である。その他，建物詳細については文献1),2)

を参照されたい。

　主な被害状況は 2棟共 1，2階X方向の柱のせ
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図－１　建物配置図
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ん断破壊，せん断ひび割れである。文献3)に準じ

た被災度判定では南棟が大破，北棟が中破とな

り，両棟で被害程度に差が生じた。被災度を判定

する際に用いた各階の損傷割合 D値を表－１に

示す。南棟は2階，北棟では1階で最大となった。

地震被災後，各棟 24本ずつ採取して行ったコン

クリートコアの圧縮強度試験結果はばらつきが

非常に小さく，その平均値は南棟 9.7N/mm2，北

棟11.3N/mm2となり，建設当時の標準的な設計基

準強度 18N/mm2を大きく下回った。特に南棟で

著しく低く，ほとんどが 10N/mm2を下回ってお

り，また北棟に関しても 18N/mm2以上が数本

あったものの，ほとんどが10N/mm2前後であり，

両棟とも建物全体のコンクリート強度は低かっ

たと推定される。今後は圧縮試験結果の平均値

を各棟の実測値，18N/mm2を設計値として解析

を行う。

3. 静的弾塑性解析方法

3.1 解析の概要

　建物を剛床仮定の 3次元立体骨組モデルに置

換し，基礎を固定とした静的弾塑性解析を行っ

た。外力分布にはAi分布を用い，いずれかの層

で層間変形角 1/20rad.に達するまで解析を行っ

た。部材のモデル化に際しては梁・柱部材は両端

に剛域を考慮して回転バネを挿入した材端剛塑

性バネモデル4)とした。剛域長さは直交する部材

のフェイス面とし，腰壁および垂壁が取り付く

柱では腰壁の上端および垂壁の下端まで，袖壁

が取り付く梁では袖壁端までとした。材中央に

はせん断変形を表す弾性バネと，軸変形を考慮

する軸バネを挿入した。耐震壁は文献5)に基づい

てモデル化した。各部材における回転バネの曲

げ復元力包絡線は菅野式6)に基づきトリリニアに

モデル化した。腰壁が取り付く梁の曲げ耐力は

文献 7)，袖壁が取り付く柱の曲げ耐力は文献8)に

ならい算定した。せん断バネは，梁・柱部材につ

いては弾性とし，また耐震壁については今回の

解析ではせん断破壊後の耐力低下を考慮してい

ないため，柱に置換された壁板のせん断バネを

弾塑性とし，復元力包絡線を回転バネと同様の

方法でトリリニアにモデル化した。軸バネの復

元力は梁のみ弾性として扱い，柱，壁板の置換柱

は弾塑性とした。コンクリートの圧縮強度は前

章で述べたように実測値（南棟 9.7N/mm2，北棟

11.3N/mm2）と設計値（18N/mm2）の2種類とし，

鉄筋の降伏強度は引張試験結果より σy=240N/
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図－２　各棟2階平面図と柱の損傷度

表－１　各階の損傷割合D値

D値 
階 

南棟 北棟 

4 9.0  10.8  

3 19.1  12.3  

2 71.7 19.1  

1 59.7  19.2 

最大 71.7  19.2  

但し， 
D≦5 軽微    
5＜D≦10 小破  
10＜D≦50 中破  
D＞50 大破    
D5＝50 倒壊 
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mm2とした。

3.2 柱のせん断破壊後の耐力低下の考慮

　本研究にて使用した解析プログラムでは前項

で示したように柱のせん断バネが弾性であると

仮定しているため，せん断破壊後の耐力低下を

考慮することができない。そこで，この耐力低下

を擬似的に考慮するため，せん断破壊をした柱

にせん断力を負担させない方法として，図－３

に示す方法により解析を行った。

　前項で述べた方法で静的弾塑性解析を行い，

せん断力－層間変位曲線（Q-δ曲線1）を得る。こ

のとき，対象とする建物全体の中で最初に柱の

せん断破壊が発生した点をAとし，この点以降耐

力が低下するものとする（図－３（１））。せん断

破壊発生の確認には式（1）のせん断耐力下限式
9)を用いた。

　ここに，kuは断面寸法による補正係数，kpは引

張鉄筋比pt（％）による補正係数，σBはコンクリー

ト強度，M/Qdはせん断スパン比，pwはせん断補

強筋比，sσyは補強筋の降伏点応力度，Nはせん断

耐力算定用軸力，bは部材幅，Dは部材せい，jは

応力中心間距離である。

　次に，せん断破壊が発生した柱の端部をピン

接合（軸力のみを負担し，せん断力は負担しな

い）とした建物を仮定して再度解析を行い，Q-δ

曲線2を得る（図－３（２））。通常，建物にせん

断破壊が生じても耐力は徐々に低下すると考え

られるが，文献 10)のせん断耐力低下の概念に基

づき，最初の柱がせん断破壊したことにより層

せん断力がQ-δ曲線1上の点AからQ-δ曲線2上

の点Bまで一挙に耐力低下が生じると仮定する。

再びQ-δ曲線2の解析で最初にせん断破壊を発生

した柱を確認し，この点をCとする。このとき点

Cの層間変位δcが点Bの層間変位δb（=δa）より

小さくなる場合は，耐力の低下により連続的に

せん断破壊が発生するものとして，せん断破壊

が生じた柱の両端をピン接合とした建物の解析

を行い，δc>δbとなるまで繰り返す。最終的に

δc>δbとなった時点のQ-δ曲線をQ-δ曲線 2とす

る。これを解析終了時（いずれかの層が1/20rad．

に達した時点），もしくは耐力が急激に低下し

（その耐力の10％以上）建物が崩壊すると想定し

た時点まで繰り返し行い，せん断破壊発生後の

耐力低下の影響を考慮したQ-δ曲線を得る（図－

３（３））。

4. 静的弾塑性解析結果

4.1 層せん断力係数（Ci）‐層間変形角（R）関係

　図－４に解析により得られたX方向の層せん

断力係数（Ci）‐層間変形角（R）関係を示す。た

だし，実際の被害においてせん断破壊は2階以下

のみで生じていることから，図中には 1，2階の

み示している。図中の×は層せん断力係数が急

激に低下する（10％以上）直前の点を示してお

り，ここを崩壊点とし解析を終了した。

　南棟は層せん断力係数0.23付近の2階の柱で，

図－３　せん断破壊後の耐力低下の考慮
　　　　　　　（1）　　　　　　　　　　　　　　（2）　　　　　　　　　　　　　　（3）
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最初にせん断破壊が発生しており，この破壊に

よる耐力低下によってこの階の変形が進行した。

その結果，せん断力が 2階に集中したため，1階

の変形が進行する前に2階で層崩壊が生じ，解析

が終了した。一方，北棟では層せん断力係数0.25

付近で1階の柱においてせん断破壊が発生し，変

形が進行する前に急激な耐力低下が生じた。そ

れに対し，2階ではせん断破壊は生じているが，

せん断力係数は 0.32程度まで上昇している。

　以上のことより，コンクリート強度実測値を

用いた結果は南棟では 2階でせん断破壊が先行

し，北棟では1階でせん断破壊が先行する実際の

被害状況とほぼ一致する結果となった。

　図－５に1，2階のCi‐R関係の比較を示す。両

棟ともコンクリート強度実測値及び設計値を用

いた場合を示しており，各棟の比較及びコンク

リート強度の違いによる影響を検討した。

コンクリート強度実測値における南棟と北棟

を比較した場合（太線），1階の最大耐力及び層

間変形角に大きな違いは見られない。しかし，北

棟では最大耐力に達した時点で多くの柱がせん

断破壊を起こし，破壊に至っている。一方，南棟

2階では層せん断力が 0.3程度に達した時点で層

崩壊が発生しており，入力されるせん断力のレ

ベルは北棟と大きな違いがないにもかかわらず

大きな変形を生じている。また，せん断破壊はい

ずれの階も南棟で早く発生しており，これらの

せん断破壊の発生に伴う耐力低下により，南棟

の被害が進行したと推測される。

コンクリート強度が実測値の場合と設計値の

場合を比較すると，いずれの棟も最大耐力は設

計値で大きくなっている。特に南棟2階の設計値

図－５　1，2階のCi‐R関係の比較
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ではせん断破壊は早期に発生してい

るが，急激な耐力低下を生じず耐力

を保っており，その結果，1階で最大

変形に達して崩壊に至っている。一

方，南棟実測値では先述したように2

階で崩壊をしており，コンクリート

強度が実測値と設計値では南棟で崩

壊機構に違いが生じた。

以上のことから，これまでに確認

されていた低いコンクリート強度に

よるせん断破壊の早期化により，南

棟では 2階で破壊が進行するという

破壊形式へと変化したため，南棟で

大きな被害が生じたと推測できる。

4.2 ヒンジ発生状況

　図－６に南棟，図－７に北棟の解析

によって得られた柱のヒンジ発生状

況を示す。各棟とも南棟でせん断破

壊が発生し始める 2階の層せん断力

係数（C2）が0.25の時点と両棟の最大

耐力に近い 0.30に達した時点でのヒ

ンジ図を示している。また，解析終了

時（もしくは各階いずれかで大幅な

耐力低下が生じ層崩壊した時点）のヒンジの発

生状況も併せて示す。C2=0.25，0.3に達した時点

のヒンジ図はコンクリート強度実測値の場合の

み示し，せん断破壊発生の進行状況を確認した。

解析終了時のヒンジ図については，コンクリー

ト強度を実測値とした場合及び設計値とした場

合の2通りを示し，コンクリート強度がせん断破

壊の発生に与える影響を検討した。さらに，実際

の被害による柱の損傷度も併せて示す。

　南棟ではC2=0.25に達した時点で3階の耐震壁

下の柱がせん断破壊している。その後，最大耐力

（C2=0.30）に達するまでは 1，2階の数本でせん

断破壊が生じるのみで大きな破壊には至ってい

ない。しかし解析終了時点（コンクリート強度実

測値）では，2階のほぼ全ての柱でせん断破壊が

生じており，このため急激な耐力低下が生じ崩

壊に至った。一方，コンクリート強度設計値を用

いた場合は，せん断破壊は生じているものの実

測値を用いた場合ほど多数ではなく，曲げ降伏

を生じた柱が多くなった。以上より，柱のせん断

破壊後の耐力低下の影響が被害を大きくしてい

たことを確認した。また，実被害においてもCフ

レーム 2階の多くの柱でせん断破壊が発生して

おり（損傷度 IV，V），本解析の妥当性を確認す

るため，地震応答解析による更なる検証が必要

である。

　北棟ではC2=0.25に達した時点ではせん断破壊

及び曲げ降伏はほとんど生じておらず，南棟と

同程度の荷重レベルでは破壊が生じないことが

確認できる。また，最大耐力に近いC2=0.30の時

点で2階にせん断破壊が生じ，その後解析終了時

までに 1,2階の数本の柱でせん断破壊が生じて

た。しかし，南棟と比較すると明らかにせん断破

壊の発生本数は少なく北棟の耐震性能は南棟よ

（1）C2＝ 0.25（コンクリート強度：実測値）

（2）C2＝ 0.30（コンクリート強度：実測値）

（3）解析終了時（コンクリート強度：実測値）

（4）解析終了時（コンクリート強度：設計値）

図－６　南棟の柱のヒンジ発生状況（Cフレーム）

○：曲げひび割れ　●：曲げ降伏　×：せん断破壊
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りも高いことが確認できる。

5. まとめ

　2001年芸予地震で被害を受けた広島県立西条

農業高等学校の校舎2棟ついて，柱のせん断破壊

後の耐力低下を擬似的に考慮した静的弾塑性解

析を行い，せん断耐力の低下が建物の耐震性能

に与える影響について検討した。以下に得られ

た知見を示す。

1）実測されたコンクリート強度を用いることで

南棟は2階，北棟では1階の柱のせん断破壊が

先行し，南棟の損傷がより大きく現れ，南棟

で被害が大きかった実際の被害状況と良好な

対応を示した。また，使用するコンクリート

強度によって崩壊機構に違いが生じることを

確認した。

2）柱のヒンジの発生状況から，せん断破壊の進

展により建物が崩壊に向かう様子を確認した。
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（4）解析終了時（コンクリート強度：設計値）

図－７　北棟の柱のヒンジ発生状況（Bフレーム）

○：曲げひび割れ　●：曲げ降伏　×：せん断破壊
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